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｢給与応援Super/Lite Ver.H19.2｣で対応予定の内容についてご案内致します。 

1．データの利用について 
データ移行保証バージョン・・・Ver.H19.1＊以降 

上記のバージョンからデータ移行が可能です。 

＜上記以外のバージョンをお使いの場合＞ 

バージョンアップの際にデータが正常に変換できない可能性があります。変換ができない場合はデータを新たに

入れ直してお使いいただくことになります。変換後のデータをよくお確かめいただきご利用ください。 

2．改正の内容 

■長寿医療制度（後期高齢者医療制度）の開始 

平成 20 年 4 月より長寿医療制度（後期高齢者医療制度）が開始されました。 

●加入対象 

75歳以上の方または65～74歳の方で一定の障害の状態にあることにつき広域連合の認定を受

けた方は、長寿医療制度に加入することとなります。 

この場合、現在加入している健康保険の被保険者・被扶養者ではなくなります。 

また、被保険者が長寿医療制度に加入することにより資格喪失した場合、７５歳未満の扶養され

ている方も被扶養者でなくなるため、新たに国民健康保険等に加入することとなります。 

●若年者の保険料について 

長寿医療制度では、「後期高齢者支援金」として各医療保険（健康保険、国民健康保険）の保険

料（若年者の保険料）の一部が充当されます。このため、健康保険の一般保険料率については「特

定保険料率」と「基本保険料率」という保険料率の内訳を定めることとされました。 

この内訳ごとの保険料については、被保険者の理解を深めるため、給与明細に記載するなどして

内訳を示して徴収することが望ましい、とされています。ただし、内訳の記載については、対応

が「望ましい」にとどまり、法的に強制されるものではありません。 

 

 

◎健康保険 一般保険料率の構成 

  一般保険料率＝基本保険料率＋特定保険料率（※1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一般保険料率（82/1000）※2 

 

※1 長寿医療制度の「後期高齢者支援金」等に充てるための保険料率 

※2 政府管掌の健康保険料率です。 

健康保険組合の場合、特定・健康保険料率は、加入する健康保険組合ごとに異なります。 

加入する健康保険組合にご確認ください。 

 

 

特定保険 

33/1000 

 

 

 

基本保険 

49/1000 

｢給与応援Super/Lite｣ 平成20年社会保険改正対応版 概要(Ｖｅｒ.H19.2)

概要のバージョンの表記について 

「Ver.H19.2」のように小数点以下 2 桁目は

省略して記載しています。正確なバージョンはシ

ステム起動後の［ヘルプ］-［バージョン情報］

で確認できます。 

事 特定保険

16.5/1000

従 特定保険

16.5/1000

事 基本保険

24.5/1000

従 基本保険

24.5/1000

勤怠 ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊＊  

支給 ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ 

控除 健康保険 

   8,200 

     (内)基本保険 (内)特定保険

       4,900    3,300 

健康保険負担 

事業主：従業員 

1 ： 1 

（政府管掌） 

§給与明細書§ 
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３．システムの対応  
 

長寿医療制度（後期高齢者医療制度）の開始に伴い、システムでは以下の対応を行います。 

●[計算条件画面] 

給与および賞与の「(内)特定保険料率」項目を追加 

●[従業員情報画面] 

健康保険の欄に「(内)特定保険料」項目を追加（金額は自動計算） 

●[給与明細][賞与明細] 

「(内)基本保険」「(内)特定保険」項目を追加 

また、従業員が75歳以上になった場合の注意メッセージの表示 

●[賃金台帳] 

「(内)基本保険」「(内)特定保険」項目を追加 

●[社会保険帳票]（Superのみ） 

  ・「(健・厚)被保険者資格喪失届」の新様式対応 

     （社会保険庁の磁気媒体申請のフォーマットが更新されていないため、資格喪失原因が新しく追

加される「7:75歳到達」または「9:障害認定」の場合、FD申請は不可とします。） 

    ・「(健)被扶養者異動届」の新様式対応 

4．その他の変更点 

●年末調整／一覧入力の設定について  
年末調整／一覧入力画面で＜年調計算＞をクリックしたり、項目を変更して＜OK＞をクリックし
たりすると、データの並び順によっては「データベースエラー 内容を確認して処理をやり直し
てください」というエラーメッセージが表示される場合があるため、この現象に対応します。 

●社会保険料率（サンプル株式会社・標準データ）  
介護保険料率について、20 年度のサンプル株式会社と標準データの初期設定を改正後の料率に変
更します。 
また、新設される「(内)特定保険料率」については給与、賞与ともに政府管掌保険の特定保険料率
の「16.500」(/ 1000)とします。 

5．動作環境 

ネットワーク版 
使用環境 スタンドアロン 

クライアント サーバ  

ＯＳ Windows®Vista/XP/2000(*1) 
Windows®2000Server 

Windows Server®2003 (*2) 

メモリ 

Windows® Vista：512MB 以上（1GB 以上を推奨） 

Windows® 2000、XP：128MB 以上（256 MB 以上を推奨） 

Windows Server® 2003：256 MB 以上（512 MB 以上を推奨） 

ＣＰＵ 

Windows® Vista：800MHz 以上（1GHz 以上を推奨） 

Windows® 2000、XP：400MHz 以上(500 MHz 以上を推奨) 

Windows Server® 2003：550 MHz 以上(1 GHz 以上を推奨) 

ディスプレイ 
1024×768（小さいフォント）以上（Windows® XP の場合は「標準のフォント」）

表示色：High Color(16 ビット)以上推奨 

ＨＤＤ 86MB 以上 38MB 以上 32MB 以上 

データ容量 登録会社数×3MB － 登録会社数×3MB 

プリンタ 
上記対応OS で使用可能なページプリンタ・インクジェットプリンタ 

複写能力5 枚以上で136 桁の印刷ができるインパクトプリンタ (EPSON 製VP シリーズ) 

※1  Windows®95、Windows98、Windows Me、Windows NT4.0は動作対象外です。 
※2  Windows Server ®2003は、ネットワーク版のサーバとしてのみ使用可能です。 
     その際、ネットワーク基本パックも、Windows Server® 2003に対応している Ver2.2をご使用頂

く必要があります。     
 
 

 
Ver.H19.20 より、画面サイズ「800×600」は動作保証外とさせていただきます。 

「800×600」にして使用されている環境につきましては、画面サイズを変更した上でご使用ください。 
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6．電子申告対応版（Ver.H19.20.e4）について（Superのみ） 

給与システム Ver.H19.20 の電子申告更新用プログラムについては Ver.H19.20 のリリースにあわ
せてダウンロードの提供を行う予定です。 
（詳細については、電子申告システムをご利用のお客さまに別途ご連絡） 

7．データの互換性について 

InterKX給与計算・法定調書、給与応援Superネットワーク版／スタンドアロン版、給与応援Lite、

法定調書顧問は同じバージョンでデータの互換性があります。ただし、法定調書顧問に移行する場合

は、移行する前に年末調整メニューの＜年末調整／一覧入力＞で＜年調計算＞を実行してください。

同じバージョン間で会社データを移行する場合は、バックアップとリストアで行います。 

法定調書顧問よりデータをInterKX給与計算・法定調書、給与応援Superネットワーク版／スタンド

アロン版、給与応援Liteにリストアする場合で、年末調整のみ行う場合は、リストア後、 

設定メニューの＜計算条件＞で年末調整の使用方法が「年末調整のみ使用」になっていることを確認

してから年調処理を行ってください。 

8．プロダクトIDについて(給与応援Superスタンドアロン版) 
プログラムのセットアップ(インストール)時にプロダクトＩＤを入力していただきます。プロダクトＩＤは製

品固有の24桁の数字で、同一のプロダクトＩＤは存在しません。1つの製品を複数のコンピュータにセッ

トアップされた場合、2台目以降では、別のプロダクトＩＤを入力されるまでプログラムの起動ができ

なくなります。プロダクトIDが記載されたラベルは、CD-ROMのケース(ライセンス商品の場合はライセ

ンス使用許諾証またはプロダクトIDのご案内ハガキ)に貼られます。詳細は改版商品に同梱のご案内(手

順書)をご参照ください。 

ライセンス商品のご案内 

｢応援シリーズ｣で、同一プログラム(スタンドアロン版)を複数本使用される場合、２本目以降の

ライセンス商品(及び年間プログラム保守契約)を割安価格でご用意しています。 

■ライセンス商品はこんなときに最適です。 

①企業又は会計事務所内において、複数台のパソコンで使用する場合 

②本社以外の出先拠点(支社、営業所等)において使用する場合 

③会計事務所において、在宅処理や外出先処理(モバイル用途)等の所外で使用する場合 

④学校等の教育用途として使用する場合 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【著作権･使用許諾契約について】プログラムを使用するには、著作権法及び使用権許諾契約により、１台の

コンピュータにつき１ライセンスの使用許諾が必要です。  


